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１．はじめに 

長良川の水環境は，流域住民，産業，観光などの基

盤となっている．しかし近年，環境悪化が懸念されて

おり，将来にわたって水資源を有効活用するために水

環境改善施策が検討されている．水環境改善施策の検

討には，施策による環境改善効果だけでなく，費用対

効果の観点から市場経済への影響も同時に評価する必

要がある．筆者らは，これまでに流域GISを援用する

ことによって流域環境評価モデルと流域経済評価モデ

ルを統合した総合環境評価モデルを構築し1），幾つか

の施策の評価を行ってきた2）．この総合環境評価モデ

ルの概念を図１に示す．本研究では，これらの先行研

究1）2）に基づき地域経済への影響を考慮しながら長良

川流域の水環境が改善され，流域住民の効用が最大に

なる水環境改善施策を検討する． 

 

２．総合環境評価モデルの概要 

（１）流域環境評価モデル 

流域環境評価モデル3）は，環境状態を物質循環の連

続性から評価するものである．具体的には，長良川流

域の物質循環の連続性を把握するため，長良川流域39

箇所で全窒素量の現地観測を行い，現地観測結果と人

間活動のデータ（土地被覆分布，森林薄による植生分

布や市町の人口，下水道整備率，農業粗生産額，牛豚

頭数，工場排水量など）を基に，流域内での全窒素移 

動量を次式により算出している． 
'1 mmmm Φ−Φ+Ψ=Ψ −  (1.a) 
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ここで， mΨ は，着目メッシュmから流出される流域
内全窒素移動量， 1−Ψm は上流メッシュより流入する流

域内全窒素移動量， mΦ は着目メッシュmから排出さ
れる物質量， 'mΦ は着目メッシュm内での変化量， iA
は土地被覆特性量， iβ は iA に対する原単位， I は土
地被覆特性量の数，kは物質量変化係数， xは流下距
離を表わす． 
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図１ 総合環境評価モデルの概念 

 
（２）流域経済評価モデル 

流域経済評価モデルは，応用一般均衡（CGE）モデ

ルを用いる．これは，環境改善効果が最終的に帰着す

る消費者としての世帯の便益で評価するものである．

ただし，経済主体間および上下流域間の相互関係を考

慮する．これにより，例えば農業の減肥施策が世帯や

内水面漁業，観光業の経済活動に直接的にもたらす環

境改善効果だけでなく，農業の生産効率低下と市場を

通じて波及する関連産業への費用負担が同時かつ整合

的に評価できる．一方，河川流域では連続性の観点か

ら，上流域の水環境が改善されれば，河川を通じて下

流域の水環境も改善され，その経済活動にも影響をも

たらす．本モデルではこの点も踏まえた評価ができる． 

（３）評価指標 

総合環境評価の指標は，世帯の総合便益を用い，次

式のように定義する． 
m
E

m
E

m
M

m BBBB basin near ++=  (2) 
ここで，添字m はメッシュ，Bは世帯の総合便益， MB
は市場経済便益， near EB は身近な川の環境改善便益，

basin EB は長良川流域全体の環境改善便益を表わす． 
市場経済便益は，CGEモデルを用い効用変化分を等

価変分の概念を適用して次式のように示される． 

M
mm

M BNB =  (3.a) 
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1
σσ ββ −− +=∆ CCHH pp  (3.c) 

ここで，添字w，woはそれぞれ施策の有無（w：有，
wo：無），N は世帯数， lσ は代替弾力性， 1M は総
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所得， Hp は当該消費財価格， Cp は貯蓄価格， Hβ ，

Cβ は分配パラメータを表す． 
身近な川の環境改善便益とは，居住地周辺の川の環

境が改善することで得られる便益，長良川流域全体の

環境改善便益とは，長良川流域全体の環境が改善する

ことで得られる便益である．この 2つの環境改善便益

は，長良川流域住民によるアンケート調査からの支払

意思額に基づき算出した．それぞれの環境改善便益は，

次式により示される． 

)(nearnear
wo
m

w
m

m
E MWTPB Ψ−Ψ=  (4.a) 

)(basinbasin
wo
average

w
average

m
E MWTPB Ψ−Ψ=  (4.b) 

ここで， nearMWTP は身近な環境改善便益の限界支払

意思額， basinMWTP は長良川流域全体の環境改善便益

の限界支払意思額， averageΨ は長良川流域の全窒素移

動量の平均値を表す． 
 
３．現実的な施策の評価と考察 

各地域の市場が独立な長期均衡状態を仮定して，施

策の種類や実施地域が異なる十数パターンの水環境改

善施策の評価を行った．これらの評価結果から環境と

経済のバランスのとれた現実的な施策として表２に示

す施策を想定した．現実な施策の特徴として，上流の

郡上地域では多くの施策を実施し，逆に下流の岐阜，

羽島地域では施策が少ないことが挙げられる． 

表２の施策の環境評価の結果として，全窒素移動量

の変化分の分布すなわち環境改善の結果を図２に示す．

また経済評価の結果として，表３に各地域の便益を，

図３に総合便益の分布を示す．表３をみると，総合便

益は関地域以外で正の便益を得ており，流域全体で 28

億円の便益を得ている．さらに図３をみると長良川本

川上や下流の岐阜，羽島地域のメッシュで正の便益，

その他のメッシュで負の便益が享受されていることが

わかる．岐阜，羽島地域では，水環境の改善度は大き

くないが，市場経済便益が大きいため，このような分

布となった．これらの結果から費用負担や施策実施に

向けて上下流の連携が必要であると言える． 

図４に施策による郡上地域の産業への影響を示す．図

４をみると，地域市場経済への波及効果を把握するこ

とができる．施策の対象となる農業，林業，畜産系の

産業，また水環境が改善することにより内水面漁業，

観光業への高い影響もみられ，それらの分布が波及し

て全産業に影響していることがわかる． 

表２ 現実的な施策の想定 
郡上 美濃 関 岐阜 本巣 羽島

森林系
間伐面積
（コスト）

10％増
（5％増）

農業系
施肥料
（生産率）

30％増
（5％増）

30％増
（10％増）

30％増
（5％増）

30％増
（5％増）

畜産系
排水量
（コスト）

20％増
（5％増）

下水処理量 1.3倍
家庭内対策 実施

生活系

施策

地域

  
表３ 現実的な施策を実施した場合の各地域の便益 

郡上 美濃 関 岐阜 本巣 羽島 全流域
全窒素移動量
の変化量 -6 -4 -10 -31 -59 -316 -25 

身近な川の環境改善便益
（単位：百万円/年） 564 231 406 1,284 216 60 2,761

長良川流域全体の環境改善便益
（単位：百万円/年） 75 37 107 704 117 179 1,219
市場経済便益

（単位：百万円/年） -132 -263 -749 214 -316 49 -1,198 
総合便益便益

（単位：百万円/年） 507 5 -236 2,201 16 288 2,781   

  -200

200

(万円)

0

 
図２ 全窒素移動量の変化分 図３ 総合便益  
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図４ 郡上地域の産業への影響 

 
４．おわりに 

本研究の成果では，長良川流域の水環境改善のため

に，環境と経済のバランスのとれた現実的な施策の組

み合わせを考えた．さらに地域毎の効果を踏まえた上

で，その有効性を明らかにした．また，流域全体での

評価結果から，上下流間の連携の必要性を示した． 
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